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【沖縄及び北方問題に関する特別委員会】 

○沖縄振興特別措置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第21号）要旨 

本案は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、その一層の振興を図るため、

沖縄振興特別措置法等の有効期限を延長するとともに、事業者が作成する観光

地形成促進措置実施計画等について沖縄県知事の認定制度を新設するほか、駐

留軍用地が段階的に返還される場合の拠点返還地の指定要件を緩和する等の措

置を講ずるものであり、その主な内容は次のとおりである。 

一 沖縄振興特別措置法の一部改正 

１ 法の有効期限を令和14年３月31日まで延長するとともに、更なる産業振

興のため、特区・地域制度において、事業者が作成する観光地形成促進措

置実施計画等の沖縄県知事による認定制度を導入することとし、課税の特

例のほか、中小企業信用保険法等の特例を設けること。 

２ 沖縄振興の充実を図るため、北部地域や離島の振興、子どもの貧困対策、

多様な人材を育成するための教育、脱炭素社会の実現、デジタル社会の形

成等に関し、国及び地方公共団体の努力義務規定を創設する等の所要の措

置を講ずること。 

二 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別

措置法の一部改正 

法の有効期限を令和14年３月31日まで延長するとともに、拠点返還地の指

定制度について、駐留軍用地が段階的にアメリカ合衆国から返還される場合

の指定要件を緩和する措置を講ずること。 

三 沖縄振興開発金融公庫法の一部改正 

駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進のため、沖縄振興開発金融公

庫の業務範囲を拡大すること。 

四 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律の一部

改正 

沖縄振興開発金融公庫の株式会社日本政策金融公庫への統合時期を10年間

延長すること。 

五 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律の一部改正 

沖縄県産酒類に係る酒税の軽減措置を、単式蒸留焼酎については令和14年

５月14日まで、単式蒸留焼酎を除く酒類については令和８年９月30日まで延

長し、段階的に縮減しつつ廃止すること。 

六 沖縄科学技術大学院大学学園法の一部改正 
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法の施行の状況について国が検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずる時期をおおむね５年ごととすること。 

七 施行期日等 

１ この法律は、一部の規定を除き、令和４年４月１日から施行すること。 

２ 政府は、この法律の施行後５年以内に改正後の沖縄振興特別措置法の施

行状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の見直しを行うこと。 

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点に十分配慮し、沖縄県と連携を図り

つつ、今後の沖縄振興の推進に遺漏なきを期すべきである。 

一 沖縄振興一括交付金制度が沖縄の自立的経済の発展に極めて重要な役割を

担っていることを踏まえ、安定的な制度運用及び必要な予算額の確保を図る

とともに、さらに効率的・効果的に活用できるよう、沖縄の実情に即した運

用を図るなど一層の充実に努めること。 

二 特区・地域制度の十分な活用により産業集積が一層促進され、もって沖縄

の自立的経済の発展が図られるよう、広く制度の周知に努めるとともに、必

要に応じ課税の特例その他の制度の改善を検討すること。その際、「措置実

施計画」の作成など課税の特例等の要件が、事業者の過大な負担や産業集積

の進展の阻害とならないよう、企業活動の実情等を的確に把握した上で制度

設計を行うこと。 

三 北部地域及び離島において、地方公共団体による産業の振興や移住・定住

の促進、雇用機会の拡充等に資する取組への支援を強化するとともに、離島

が我が国の領海及び排他的経済水域の保全に果たしている重要な役割を踏ま

え、離島住民の生活にとって欠かせない生命線である離島航路・航空路の維

持及び充実を図ること。 

四 沖縄において長年、子どもの貧困問題が解消されていない状況を踏まえて、

子どもの貧困対策の推進に資するため、子どもの教育・生活安定の支援、保

護者の就労支援、子どもに対する経済的支援、担い手の人材育成・確保等に

ついて、財政上の措置を含めた適切な措置を講ずるとともに、沖縄振興に資

する多様な人材の育成に必要な教育の充実についても、県及び市町村の要望

を踏まえた形での支援を行うよう努めること。 

五 沖縄振興特別措置法の施行後５年以内の見直しについては、法の期限が

10年間延長されることを踏まえ、計画期間全体を通じた取組を念頭に置いて
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設定される施策の成果指標等について適切に評価すること。 

六 県及び市町村が駐留軍用地跡地の利用推進のために公共用地を取得する際

には、過大な負担を生じさせることのないよう十分に配慮し、財政上の措置

を含めた適切な措置を講ずること。 

七 沖縄振興開発金融公庫については、沖縄の政策金融を総合的・一元的に

担っていることを踏まえ、引き続き、沖縄振興策の展開において大きな役割

を担うとともに、新事業創出促進業務の範囲の拡大に当たっては、民間金融

を補完して民間主導の自立型経済の構築等に貢献するとの役割を踏まえて、

民業を圧迫することのないよう十分配慮すること。 

八 泡盛製造業が沖縄の伝統文化や風土を現代に伝えるとともに、特に、離島

地域において重要な雇用の基盤を提供してきたことを踏まえ、今後10年間に

おいて泡盛の販路拡大や製造場の創意工夫を支援する取組を強力に展開する

こと。 

九 沖縄科学技術大学院大学（以下「ＯＩＳＴ」という。）については、世界

最高水準の教育研究を推進していくための規模の拡充等の取組を支援すると

ともに、県や市町村と連携して沖縄の特性や資源を活かした研究を推進し、

ＯＩＳＴの教育研究が沖縄の振興及び自立的発展に貢献するよう促すこと。 

十 戦没者の遺骨収集、不発弾処理対策等地元からも強い要望のある戦後処理

問題等の諸問題について、政府が県及び市町村の協力を得て対応を加速する

こと。 

十一 沖縄の深刻化する交通渋滞を解消するため、道路等の整備に努めつつ、

総合的な交通体系の整備を促進するとともに、鉄軌道を含む新たな公共交通

システムの導入に向け、公共交通機関に関連する技術の進歩の状況その他の

事情を踏まえて、全国新幹線鉄道整備法を参考とした特例制度についても調

査及び検討を行うこと。 

 

＜委員会決議＞ 

○沖縄の本土復帰50年及び沖縄問題の解決促進に関する件 

本委員会は、本年５月の沖縄の本土復帰50年の節目にあたり、沖縄問題に関

する対策の樹立を使命とする特別委員会として、ここに改めて、沖縄が抱える

問題の解決に向けて最大限の努力を払う決意を表明する。 

昭和47年５月の沖縄の本土復帰以来、沖縄振興特別措置法等に基づく５次に

わたる振興策の実施と、県民の不断の努力とによって、特に、社会資本整備の
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面で本土との格差是正が図られるとともに、観光リゾートや情報通信関連分野

における産業の振興等、沖縄の経済社会は、総体として発展してきた。 

しかしながら、国土面積0.6％の沖縄に、今なお米軍専用施設面積の70.3％

が集中していることに加え、１人当たり県民所得は全国平均の７割程度であり、

子どもの貧困や労働生産性の低さなど、沖縄には解決すべき課題が残されてい

る。政府においては、引き続き、沖縄における米軍施設・区域の整理縮小及び

早期返還の実現に努めるなど、これらの課題の解決に取り組むとともに、新た

な沖縄振興特別措置法等に基づく振興策において、沖縄の自立的発展と県民の

生活向上に資するよう、地元の意思を十分尊重して推進することを求める。 

また、政府は、新型コロナウイルス感染症等の指定感染症・検疫感染症の流

行時においては、地域の経済社会活動への影響を最小限にとどめるため、沖縄

県等の要望を踏まえ、在日米軍に対し感染拡大防止措置の徹底など、米軍基地

から派生する諸問題の解決のため、事態の抜本的改善に取り組むべきである。 

平成12年の「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の世界遺産への登録等に

よって、琉球王国の歴史や貴重で魅力ある琉球文化は世界的にも高く評価され

ており、その象徴たる首里城は、まさしく県民の心の拠り所である。政府にお

いては、その復興を推進するとともに、沖縄県等とも連携し、沖縄独自の歴

史・文化の継承や保存を図り、あわせて国内外への積極的な発信を促進するこ

とを求める。 

沖縄が有する地理的特性は、長らく特殊事情として克服すべき条件不利性と

されてきた。しかし、成長著しい東アジアの中心に位置する優位性として、沖

縄の潜在力を最大限に引き出す可能性を秘めている。沖縄が、文化、教育、経

済、外交等の様々な分野における多元的交流の推進や世界に広がるウチナーン

チュのネットワークを基軸とした人的基盤を通じて、21世紀の「万国津梁」を

形成し、沖縄の自立的発展のみならず、我が国ひいてはアジア・太平洋地域の

持続的発展、信頼醸成にも貢献するよう、政府においては最大限の努力をもっ

て、その実現に努めるべきであり、我々もまた、その一翼を担うものである。 

右決議する。 

  


